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◎ 会長就任あいさつ 

全国市長会会長 

立川市長 青木  久 

この度の総会において、第 25 代全国市長会会長にご選任頂き、大変光栄に存じま

すとともに、責任の重さを痛感いたしております。都市自治の発展に限りない情熱

を傾けられた歴代会長の数々のご功績を受け継ぎ、皆様方の温かいご支援とご理解

全国市長会調査広報部  
 〒102-8635 

  東京都千代田区平河町 2-4-2 

  TEL03-3262-2316 FAX03-3263-5483 

  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.mayors.or.jp/ 
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を頂きながら、都市自治のさらなる興隆繁栄のために最善の努力をいたしてまいる

決意であります。市長各位の格別のお力添えを賜りますよう、心からお願い申し上

げます。 

さて、我が国経済は、先般、政府から「景気底入れ宣言」がなされ、景気の悪化

に歯止めがかかったとの認識が示されましたが、依然として産業の空洞化や雇用不

安等にさらされておりまして、景気の底入れを実感するには程遠い状況にあります。 

そのような中で、近年、地方財政は、長引く景気の低迷に伴う税収減や国の景気

対策の実施による公債償還金の増加等により、巨額の財源不足が続き、本年度は、

昨年度の２倍を超える赤字地方債の発行を余儀なくされるなど、まさに構造的な危

機状況に陥っております。 

私ども都市自治体は、こうした状況のもとで、施策の見直しや徹底した行財政改

革に努めながら、本格的な少子高齢社会に備えた福祉基盤の整備、国民健康保険や

介護保険の運営、廃棄物・環境対策、さらにはＩＴ戦略への対応など、住民生活に

密着した様々な行政需要に対処しております。 

その一方で、これらの課題に取り組みつつ、新時代に即応した個性豊かで活力に

満ちた地域社会を形成していくことが重要であります。 

そして、これを実現するためには、今や世界の潮流となっている地方分権の推進

が不可欠であります。目下、地方分権改革推進会議において、国と地方の役割分担

に応じた事務事業の在り方の見直しや地方税財源の充実確保等について審議が行

われており、本年６月には「中間報告」が取りまとめられました。今後、具体的方

策が地方サイドの意見を十分反映して取りまとめられ、地方分権改革が着実に推進

されることが必要であります。 

特に、地方分権の基盤を支える税財源問題については、地方分権改革推進会議の

みならず、政府の経済財政諮問会議、税制調査会等でも活発な論議が交わされてお

りますが、本会としても、これを極めて重要な課題として捉え、引き続き、国から

地方への税源移譲等による地方自主財源の充実強化を早急に実現するよう要請す

るとともに、地方交付税制度について、財政調整機能としても不可欠であることか

ら、これを堅持するよう強く求めていかなければならないと存じます。 

私は、百余年の歴史と伝統をもつ全国市長会の会長として、全国 698 都市の総意

を結集し、地方分権の一層の推進、都市税財源の充実確保はもとより、医療保険制

度の一本化に向けた取組み、都市再生のための地域経済の活性化、教育問題等々広

範多岐にわたる課題に全力で取り組んでいくとともに、将来の地方自治制度の在り

方について衆知を集め、展望を得てまいりたいと存じます。 

皆様方のご支援ご協力を重ねてお願い申し上げる次第であります。 
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終わりに、全国各都市の益々のご繁栄、ご発展を祈念申し上げまして、ごあいさ

つといたします。 

 

◎ 会のうごき 

○ 諸会議の経過 

◇ 全国基地関係協議会幹事会 

  全国基地協議会（会長・沢田横須賀市長）及び防衛施設周辺整備全国協議会（会

長・東川千歳市長）は、６月 20 日、全国都市会館において幹事会を開催した。 

  代表幹事の横須賀市・江指基地対策課長のあいさつの後、副代表幹事の補充選任

を行った。 

また、平成 14 年度両協議会合同定期総会への提案事項について協議するとともに、

会員都市町村を対象に実施した防衛施設周辺整備対策及び基地交付金等に関する

個別要望事案の調査結果についての取りまとめを行った。 

さらに、今後の運営について協議し、次回の幹事会を８月１日、２日の両日、綾

瀬市において開催することとした。 

次いで、防衛施設庁の瀬尾施設企画課課長補佐から基地周辺対策事業をめぐる状

況について説明を聴取するとともに、基地周辺対策事業に係る意見交換を行った。 

（担当：社会文教部） 

 

◎ 地方六団体のうごき 

○ ペイオフ凍結解除後における地方公共団体の公金預金の保護に関する要望 

全国市長会をはじめとする地方六団体は、平成 14 年６月 17 日、国に対し「ペイ

オフ凍結解除後における地方公共団体の公金預金の保護に関する要望」（別記）を

提出した。 

平成 15 年４月から、預金保険の対象となるすべての預金に対して、ペイオフが解

禁されることから、公金預金の預入先の金融機関が破綻した場合、地方公共団体の

行政執行に支障等が生じないよう、収納代理金融機関における公金の収納金を含む

地方公共団体の公金預金について特段の措置が講じられるよう、総務省及び金融庁

に対し要望を行った。 

 

（別記） 

ペイオフ凍結解除後における地方公共団体の公金預金の保護に関する要望 

 

本年４月（流動性預金については平成 15 年４月）からペイオフの凍結が解除され、
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それぞれの地方公共団体においては、公金預金の保護方策について苦慮していると

ころであるが、預入先の金融機関が破綻し公金預金が喪失した場合には、地方公共

団体の行政執行に重大な支障と、住民生活に多大な影響を与えることになる。仮に、

それを防止するため公金預金の移し替えや分散を行った場合には、地域経済に不安

や悪影響を及ぼすことも懸念される。 

よって、国におかれては、収納代理金融機関における公金の収納金を含む、地方

公共団体の取り扱う公金預金について特段の措置を講じられたい。 

また、金融機関の破綻により金融システムの安定性が損なわれることがないよう

的確な検査・監督を通じて金融機関の健全性を確保しつつ、経営安定化策を強力に

推進するとともに、地方公共団体の公金預金の公益性に鑑み、金融機関の経営状況

の把握に不可欠な情報開示の徹底や、地方公共団体に対する情報提供等について配

慮されたい。 

 

 平成 14 年６月 

全 国 知 事 会 

全国都道府県議会議長会 

全 国 市 長 会 

全 国 市 議 会 議 長 会 

全 国 町 村 会 

全 国 町 村 議 会 議 長 会 

 

（担当：財政部） 

 

◎  社会保障審議会・介護給付費分科会（第 12 回） 

社会保障審議会・介護給付費分科会（会長・西尾勝 国際基督教大学教授）が、

６月 17 日、厚生労働省において開催された。 

会議では、介護報酬の骨格にかかわる総括議論を議題として、厚生労働省から関

連資料について説明の後、議論を行った。 

本会からは、委員として喜多守口市長（介護保険対策特別委員会委員長）が出席

した。 

次回は、７月１日に開催し、報酬体系の見直し案等について議論を行うこととし

ている。 

（担当：社会文教部） 
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◎ 年次有給休暇の取得促進について 

 

 

年 次 有 給 休 暇 の 取 得 促 進 ！ 

                        

                           総 務 省 

あなたの職場をチェックしてみましょう。 

                                                   はい いいえ 

   ・みなさん年間10日以上の年休を取得している    □   □ 

   ・職場で年休の取得計画表を作成している      □   □ 

   ・部長さん、課長さんが進んで年休を取得している  □   □ 

 

    どうでしたか？ 

 

 

◎ 第 1 回全国地方公務員英語パブリックスピーキング・コンテスト参加者募集 

全国市町村国際文化研修所（JIAM）は、平成 15 年４月 15 日をもちまして開学 10

周年を迎えることとなりました。開学 10 周年記念事業の一環として、21 世紀にお

ける地方行政の国際化に的確に対応していくことができるよう、地方公務員の外国

語学習に関する意欲の向上を図ること等を目的として、下記のとおり「第１回全国

地方公務員英語パブリックスピーキング・コンテスト」を全国市長会、全国町村会

及び財団法人自治体国際化協会との共催、総務省及び全国知事会の後援により開催

いたします。多くの方々のご参加をお待ちしております。 

 

記 

 

１．開 催 日  平成 15 年４月 15 日（火） 

２．応募締め切り  平成 14 年９月 30 日（月） （応募は各団体の担当課へ） 

３．応 募 資 格  全国の市町村職員、都道府県職員及びこれに準ずる方（注） 

           （注）市町村振興協会職員、地域国際化協会等の公的団体の

常勤職員 

４．コンテスト概要 コンテストは「スピーチ」部門と「プレゼンテーション」部

門に分かれており、各部門で予備審査を通過したそれぞれ４

名（合計８名）が JIAM での本選（平成 15 年４月 15 日（火））
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に出場することができます。 

５．表    彰  本選では、審査の結果により次の賞が授与されます。 

          （金賞）各部門１名ずつ 賞状及び表彰楯 

              副賞として海外での英語研修（約２週間） 

          （銀賞）各部門１名ずつ 賞状及び表彰楯 

 副賞として賞金 10 万円 

          （銅賞）各部門２名ずつ 賞状及び表彰楯 

 副賞として賞金 ５万円 

６．コ ン テ ス ト のお問い合わせ先 

当コンテストに興味がおありの方は、まず最初に当コンテストのホームページ

をご覧ください。コンテストの「実施要項（応募方法、応募申込書等を含む。）」、

「Ｑ＆Ａのコーナー」など様々な情報が掲載されています。お問い合わせは電子メ

ールで次のアドレスまでお願いします。 

    ○ホームページアドレス http://www.jiam.jp 

    ○電 子 メ ー ル ア ド レ ス psc@jiam.jp 

 

  〒520-0106 滋賀県大津市唐崎二丁目 13 番１号 

   全国市町村国際文化研修所（JIAM） 教務部語学室 

    ＴＥＬ：０７７－５７８－５９３２ 

    ＦＡＸ：０７７－５７８－５９０６ 

 

◎ 平成 14 年度サマージャンボ宝くじのＰＲ推進についてのお願い 

平成 14 年度サマージャンボ宝くじは、当初発売額（計画額）は 1,290 億円、発売

期間は７月 22 日（月）から８月９日（金）までの 19 日間、抽せん日は８月 20 日

（火）の日程で発売されます。今年度の最高賞金額は、昨年度に引き続き１等・前

後賞合わせて３億円（１等２億円・前後賞各 5,000 万円）、２等も１億円の豪華版

となっており、また、「ラッキーレジャー賞 50 万円」の新設により、当初発売額

に占める当せん金総額の割合が 47.82％と前年度に比べて 0.17％増加しており、宝

くじ購入者へ少しでも多く還元できるような魅力ある宝くじに努めております。 

ご案内のとおり、この宝くじは、市町村の振興に資するために昭和 54 年に創設さ

れた「全国自治宝くじ」で、今年で 24 回目（年１回）の発売となります。“サマー

ジャンボ”の名称で親しまれ、回を重ねるごとに地域住民の間に定着し、皆様方の

ご理解をいただいております。昨年度は、景気の後退感、日本中を席巻した猛暑な

どの厳しい環境により、その発売実績は 1,220 億円（前年度比 6.25％減）となり、
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当初発売額に対する消化率は 92.49％となりました。今年度は、引き続き関係各位

のご協力をいただきながら、昨年度を上回る発売実績を挙げるよう売上増進に努め

てまいりたいと存じますので、各都市における PR の推進について格別のご協力を

賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成 14 年度サマージャンボ宝くじ発売概要 

１ 発 売 計 画 額    1,290 億円（43 ユニットの場合） 

２ 発 売 単 価    300 円 

３ 発 売 場 所    全国の宝くじ売場 

４ 発 売 期 間    平成 14 年７月 22 日（月）～８月９日（金）（19 日間） 

５ 抽 せ ん 日    平成 14 年８月 20 日（火） 

６ 抽 せ ん 会 場    ＮＨＫ大阪ホール（大阪府大阪市） 

７ 当せん金支払期間    平成 14 年８月 26 日（月）～平成 15 年８月 25 日（月） 

８ 当 せ ん 金    下記参照（43 ユニットの場合） 

 

等      級 当せん金 本   数 

１      等 

１ 等 の 前 後 賞 

１等の組違い賞 

２      等 

３      等 

４      等 

５      等 

６      等 

７      等 

ラッキーレジャー賞 

２億円 

5,000 万円 

10 万円 

１億円 

100 万円 

10 万円 

１万円 

3,000 円 

300 円 

50 万円 

43 本 

86 本 

4,257 本 

129 本 

430 本 

4,300 本 

860,000 本 

4,300,000 本 

43,000,000 本 

430 本 

（財団法人 全国市町村振興協会） 

 

 
◎ 市長の選挙 

（選挙日）  （市   名）  （市  長  名）  （当  選  回  数）  
   ６月 16 日 宮城県岩沼市  井 口 経 明  再 選  
   ６月 16 日 福井県大野市  天 谷 光 治  三 選  
   ６月 16 日 三重県津市  近 藤 康 雄  三 選  
   ６月 23 日 青森県黒石市  鳴 海 広 道  再 選  
   ６月 23 日 埼玉県加須市  髙 瀬 一太郎  三 選  
   ６月 23 日 千葉県松戸市  川 井 敏 久  三 選  
   ６月 23 日 岡山県新見市  石 垣 正 夫  三 選  
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  なかがわ   ひろし  
   ６月 23 日 広島県大竹市  中 川   洋  新任（６月 30 日就任）  

（担当：総務部）  

 
◎ 市長の退任 

（退任日） （市   名）  （市  長  名）   
   ６月 26 日 大分県杵築市  石 田      
   ６月 29 日 広島県大竹市  豊 田 伊久雄   

（担当：総務部）  

 
◎ 事務局の人事 

 氏     名  [新] [旧] 

(６月 20日付) 小 濵 本 一  事務局次長  総務省消防庁消防大学校長  
（担当：総務部）  

 
◎   行事予定  
 月  日  時 間         会   議   名   所    管      場      所 

7 月 3 日 10：30 地 域 経 済 対 策 自 治 体 協 議 会

役員会 

経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

  〃 11：00 地 域 経 済 対 策 自 治 体 協 議 会

総会 

経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 １ 会 議 室

  〃 12：00 正副会長会議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

正 副 会 長 室

  〃 12：30 行政委員会 行 政 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

  〃 13：00 財政委員会・都市税制調査委員

会合同会議 

財 政 部 ル ポ ー ル 麹 町

ロ イ ヤ ル ク リ ス タ ル

  〃  〃 社会文教委員会 社 会 文 教 部 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館
オ リ オ ン

  〃  〃 経済委員会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

  〃 15：00 理事・評議員合同会議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

7 月 4 日 10：30 新産都市協議会・工業整備特別

地域都市協議会合同総会 

行 政 部 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

コ ス モ ス ホ ー ル

  〃 11：00 全国基地協議会・防衛施設周辺

整備全国協議会正副会長会議 

社 会 文 教 部 マ ツ ヤ サ ロ ン

オ ー ク ル ー ム

  〃 12：00 全国基地協議会・防衛施設周辺

整備全国協議会合同役員会 

社 会 文 教 部 マ ツ ヤ サ ロ ン

ロ ー ズ ル ー ム

  〃 13：30 全国基地協議会・防衛施設周辺

整備全国協議会合同定期総会 

社 会 文 教 部 マ ツ ヤ サ ロ ン
ロ イ ヤ ル グ レ ー ス ル ー ム

7 月 9 日 11：00 港湾都市協議会幹事会 経 済 部 ル ポ ー ル 麹 町

サ フ ァ イ ア

7 月 11 日 13：00 米国・カナダ都市行政調査団事

前打合せ会  
調 査 広 報 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

7 月 11 日 

  ～12 日 

 広域行政圏整備推進協議会事務

局長会議 

行 政 部 米 沢 市
 

7 月 12 日 10：15 全国基地周辺対策実務中央研修

会 

社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

  〃 11：00 全国民間空港関係市町村協議会

理事会 

財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室
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7 月 12 日 13：30 全国民間空港関係市町村協議会

総会 

財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

7 月 18 日 14：30 事業所税都市連絡協議会総会 財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

7 月 25 日 

  ～26 日 

 全国基地協議会・防衛施設周辺

整備全国協議会正副会長会議 

社 会 文 教 部 玖 珠 町

  〃  港湾都市協議会総会 経 済 部 那 覇 市

7 月 26 日 13：30 都市税制調査委員会幹事会・全

国都市税務協議会常任幹事会合

同会議 

財 政 部 全 国 都 市 会 館

ホ ー ル Ａ

  〃 15：30 税 源 移 譲 等 都 市 財 政 基 盤 確 立

プロジェクトチーム第２回会議

財 政 部 全 国 都 市 会 館

ホ ー ル Ａ

（担当：企画調整室）  

 
※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 


